
世界の職業リハビリテーション研究会
第11回

諸外国の取組は我が国のどのような課題のヒントに
なるか？

「制度・サービスの課題へのヒント」
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☑令和２年度：我が国の政策・実務的課題と諸外国の動向の関連性の検討

①キックオフ
②援助付き就業と職業アセスメント再構築の課題
③雇用率制度と差別禁止法制の統合
④障害属性別の効果的な職業リハビリテーション
⑤福祉的就労と一般就業の谷間の解消
⑥職業リハビリテーションの多分野連携
⑦障害者と事業主の統合的支援(dualｱﾌﾟﾛｰﾁ）
⑧才能マネジメントと職業リハビリテーション
⑨障害者雇用企業への経済的支援と税制
⑩職業リハビリテーションの人材育成と資格認定

□令和３年度：諸外国で成果を上げている支援内容と日本との比較
□令和４年度：日本の政策・実務課題の検討に参考となる諸外国の制度・サービスの内容の検討

2020年
６月から
毎月開
催

https://www.nivr.jeed.go.jp/research/advance/advance01.html



「統合的就業」の達成状況

米国 日本

一般就業率
(生産年齢)

71% 70%

障害者就業率
*米国の

「統合的就業」
の定義（最低賃金以上、
一般労働市場、労働契

約等）による

32.6% (全体)

20%
(知的、発達障害)

36.2% (身体障害)

38.7% (知的障害)

8.5% (精神障害)
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（2011）

（Heike Boelzig-Brown, 指田、春名、WE Kiernan, SM Foley: 障害者の統合的就業の促進：米国
の”Employment First”と日本の動向、第２１回職業リハビリテーション研究発表会 発表論文集, 
p310-313, 2013.）
https://www.nivr.jeed.go.jp/vr/p8ocur00000088ez-att/vr21_essay20.pdf#page=5

https://www.nivr.jeed.go.jp/vr/p8ocur00000088ez-att/vr21_essay20.pdf#page=5


「障害者枠」

障害者雇用率制度

特例子会社

就労移行支援
事業所

就労継続支援A型事業所

就労継続支援B型事業所

テレワークフレックス

ソーシャルファーム

2.3％

雇用機会均等

障害者差別禁止

合理的配慮

積極的差別是正措置

社会的責任
CSR

公正な採用・処遇

バリアフリー

障害者職業センター ハローワーク

障害者就業・生活支援センター

治療と仕事の両立支援

比較優位

ジョブコーチ

ナチュラル
サポート

障害者権利条約

超短時間就業

地域関係機関との連携
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多様な理念や取組の「る
つぼ」としての我が国の障
害者就労・雇用支援



医療・福祉／社会連帯 人権・機会均等

事業主支援

障害者支援「医学モデル」
（障害＝個人の問題）

「社会モデル」
（障害＝社会の問題）

職業生活の個別支援の観点

企業経営支援の観点

障害者雇用率制度 障害者差別禁止・
合理的配慮

職業リハビリテーション

企業経営支援／福祉的就労
（経済的負担の調整等）

世界各国で発展し
てきた多様な理念・
取組の総合化
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諸外国の取組は我が国のどのような課題のヒントになるか？

「制度・サービスの課題へのヒント」

障害者雇用率制度と障害者差別禁止法制の統合

障害者差別禁止法制側からみた、障害者雇用率制度
との統合の課題

障害者雇用率制度側からみた、障害者差別禁止法制
との統合の課題

 障害者の個別支援と企業経営支援／社会保障の統合

企業経営支援／社会保障側からみた、障害者の個別
支援との統合の課題

障害者の個別支援側からみた、企業経営支援／社会
保障との統合の課題
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諸外国の取組は我が国のどのような課題のヒントになるか？

「制度・サービスの課題へのヒント」

障害者雇用率制度と障害者差別禁止法制の統合

障害者差別禁止法制側からみた、障害者雇用率制度
との統合の課題

障害者雇用率制度側からみた、障害者差別禁止法制
との統合の課題

 障害者の個別支援と企業経営支援／社会保障の統合
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障害の
医学モデル vs. 社会モデル

障害＝個人の問題

福祉・保健政策

父権主義

障害者の「リハビリ」

障害者の働く場の
確保

障害＝社会の問題

機会均等政策

消費者主義

社会側の環境改善

差別禁止・合理的
配慮提供義務

ドイツ、フランス、日本
米国、カナダ、北欧

医療・福祉専門職
障害当事者
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障害のある人たちの雇用機会の促進。
障害のある人の雇用目標の設定。 1976年 2014年

障害による差別を禁止。

労働者としの適格性に基づく公正な採
用・処遇を重視。

2016年 1990年
9

日米では、障害者雇用支援の法制度について、歴史的
に異なる出発点であったが、現在、いずれも総合的な
制度に発展

・日本の現在の課題： 障害者雇用の量的拡大だけでなく、雇用障害者が労働
者として、能力を発揮して活躍できるようにする雇用管理

・米国の現在の課題： より積極的に障害者雇用を推進するアファーマティブア
クション（積極的差別是正措置）。



諸外国の取組は我が国のどのような課題のヒントになるか？

「制度・サービスの課題へのヒント」

障害者雇用率制度と障害者差別禁止法制の統合

障害者差別禁止法制側からみた、障害者雇用率制度
との統合の課題

ヒント①障害のある人の職業能力の情報キャンペーン

ヒント②ビジネスセンスの強調

障害者雇用率制度側からみた、障害者差別禁止法制
との統合の課題

 障害者の個別支援と企業経営支援／社会保障の統合
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• 103か国（/187か国）に雇用率制度がある
- 33か国：雇用義務・納付金/制裁金あり
- 64か国：雇用義務有、強制方法不明
- 6か国：雇用義務不明

• 182か国が障害者権利条約を批准
• 少なくとも52か国は、雇用率制度と差別禁止法制の
両方がある

• 過去には雇用率制度について論争があった。
• 「政策の選択肢として有効なのか？」

• 「障害者の職業能力についての否定的な先入観を強
制している」（「差別的な制度ではないか？」）

• 国際的な動向として、雇用率制度を、差別禁止
法制上の積極的差別是正措置（機会均等、労
働権に対する）とする見方が広がっている
• この意味で、雇用率制度は、障害者権利条約やＩＬＯ
の職リハ・障害者雇用条約とも整合的とされている

「障害者の就業機会の促進～雇用率制度」

（ＩＬＯ, 2019）
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積極的差別是正措置としての雇用率制度の課題
障害者の職業能力を強調し先入観を打破する情報
キャンペーン



諸外国の取組は我が国のどのような課題のヒントになるか？

「制度・サービスの課題へのヒント」

障害者雇用率制度と障害者差別禁止法制の統合

障害者差別禁止法制側からみた、障害者雇用率制度
との統合の課題

ヒント①障害のある人の職業能力の情報キャンペーン

ヒント②ビジネスセンスの強調

障害者雇用率制度側からみた、障害者差別禁止法制
との統合の課題

 障害者の個別支援と企業経営支援／社会保障の統合
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労働力の

多様性を

発展させる

募集 採用 雇用継続 昇進
障害のある人々の雇用のすべてについて
事業主の助けとなる情報源

2016年以降、米国では、企業に対して、障害のある人を
積極的に雇用するための支援を強化。

高い資質をもった従業員をお探しですか？
障害のある人々の採用をご検討下さい。

障害インクルージョン雇用主援助・支援ネットワーク

連邦労働省の障害者雇用政策局（ODEP）の技術支援センターの一つ



●すべての従業員（障害のある
従業員を含む）の価値が
認められ尊敬される企業
環境づくりへの全社的取
組

●ベストな人財を障害のある人
たちからも活かすこと

●合理的配慮を問題予防や生
産性確保のために効果的
に実施

●地域の障害関係団体や支援
者との協力関係の構築

●好事例を外部に発信し自社
の魅力を高めること。社内
広報等で自社内での理解
も促進

●社内の情報技術、Web等を
アクセシブルにすること

●すべての職員に障害につい
てのトレーニングの実施、
責任者、数値モニタリング、
継続的改善のシステム化

（米国EARN、2016）
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 障害者差別禁止の大前提は合理的配慮の確保であり、
そのためには、専門的な事業主支援を含む職業リハビリ
テーション支援の充実が必要不可欠



IT人材不足と発達障害者支援の関連
一般の人事に捉われない、IT人材の採用と才能マネジメントによって、
ハイテク産業の競争力向上と発達障害者の社会参加支援を両立
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諸外国の取組は我が国のどのような課題のヒントになるか？

「制度・サービスの課題へのヒント」

障害者雇用率制度と障害者差別禁止法制の統合

障害者差別禁止法制側からみた、障害者雇用率制度
との統合の課題

障害者雇用率制度側からみた、障害者差別禁止法制
との統合の課題

ヒント③軽度障害者の状況依存的な障害認定

 障害者の個別支援と企業経営支援／社会保障の統合
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 障害度は、「医学的鑑定業務のための指令」による「援護医学の基本原則」、「医学的鑑

定業務のための手引き」に示されている詳細な機能障害や疾病別の基準に基づき、専

門医師の意見を踏まえ、市又は州の援護局が判定

 就業状況や職種等には関係なく医学的に判定される。

 判定基準は長い経験から割り出されたもので、専門家からなる審議会を経て改定

 障害度は、機能障害や疾病別の能力や社会適応の低下の程度の目安を示す0～100を

10単位で区切った数値で示される。

ドイツの障害認定（障害度GdB）
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ドイツ

100500

「重度障害者」＝GdB50以上

中度又は重度の社会適
応の困難や能力障害

GdB30-40

軽度の障害：特定
の状況では問題が
起こることもある。

連邦雇用エージェンシーが個別に
「重度障害者と同等の者」と認定した
場合は、障害者雇用義務度の対象

GdB10-20

気にならない、社会適
応の問題のない障害：
青少年で職業リハビリ
テーションを受けている
者は「重度障害者と同
等の者」として障害者
雇用義務の対象

無条件で障害者雇用
義務の対象

最大の
困難

障害
なし



ドイツで障害度30～40の具体例
「医学的鑑定業務のための手引き」より

•自閉症スペクトラム障害で軽度の社会適
応困難

•統合失調症で軽度の社会適応困難

• 25歳以上の多動注意障害で多くの生活
場面に影響

•軽度の脳損傷による脳機能障害

•軽症のパーキンソン病

• １年以上の発作がないてんかん

•どもり・チックが重度で動きが同時にあり
目立つ

•気管支ぜんそくが頻繁・重度の発作

•潰瘍性大腸炎やｸﾛｰﾝ病で頻繁に再発し
て症状が持続する中程度の障害があり

•慢性肝炎で進行性でわずかな・緩やか
な炎症

•乳房切除

• １型糖尿病でコントロール良好な場合

• ２型糖尿病で服薬とｲﾝｽﾘﾝ治療でコント
ロール可能

•貧血でときおり輸血が必要等、中程度の
影響あり

•免疫不全で異常な感染ではないが感染
しやすい

•皮膚炎が広がっているとか顔面に広
がっている

• リウマチ性疾患でわずかな影響あり、

•小人症で身長130～140cm

19
※ドイツでは障害認定基準の改訂の検討が進められており、慢性疾患について
予防的な治療の意義を認め、障害度に反映される予定であることに注意

ドイツ



諸外国の取組は我が国のどのような課題のヒントになるか？

「制度・サービスの課題へのヒント」

障害者雇用率制度と障害者差別禁止法制の統合

 障害者の個別支援と企業経営支援／社会保障の統合

企業経営支援／社会保障側からみた、障害者の個別支援
との統合の課題

障害者の個別支援側からみた、企業経営支援／社会保障
との統合の課題
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就労支援はすべての障害者が対象か？

• 最重度障害者の働く場
の確保

– その人に合った仕事（興
味、好み・・・）

– 無理のない働き方

– 競争原理ではない
21

 本当の雇用・就業の実現

 企業や社会のニーズに貢
献する仕事

 貢献に応じた一般的賃金

 社会生活への統合

 キャリアの発展の可能性

両
立
で
き
な
い
？

多くのヨーロッパ諸国「最重度の障害者を一般
企業で働かせて、何の意味があるのか？」

英「働ける障害者には働いてもらう」
（米「すべての障害者に競争的就業の実現」）

2013年４月 フランス リール大学での国際シンポジウム



•障害者権利条約第27条
• 締約国は、障害者が他の者との平等を基礎として労働につ
いての権利を有することを認める。この権利には、障害者
に対して開放（open）され、障害者を包摂（inclusive）し、
及び障害者にとって利用しやすい（accessible）労働市場及
び労働環境において、障害者が自由に選択し、又は承諾す
る労働によって生計を立てる機会を有する権利を含む。

排除 隔離 統合
（インテグレーション）

包摂
（インクルージョン）
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ドイツの負担調整賦課金の使途（2019年）

23

収入
約6億96百万ユーロ
（約882億円） 統合局における支出

約5億86百万ユーロ
（約743億円）

・統合局80％
約5億56百万ユーロ
（約704億円）

・連邦労働社会省20％
約1億32百万ユーロ
（約176億円）

→負担調整基金 →連邦雇

用エージェンシー(16%;約141億円)

・職業相談・職業紹介
・雇用企業への助言
・重度障害者就業参加促進
・雇用創出の支援、等

支援策への支出 M€ 億円 件数

事業主の訓練・仕事開発・保護 218 276 74,000

重度障害者の移動、作業補助、住居、
資格、就職支援

57 72 10,600

包摂事業所 102 129 12,500人

統合専門サービス 94 119 62,400人

労働市場プログラム 50 63

制度的資金 38 48 336施設

情報と教育 7 9
34,100人
120万閲覧

その他のサービス（モデル・研究事
業）

20 25

ドイツ

配分
+前年繰越

3千万€

統合局が徴収



社会的雇用（フランス、ドイツ)
• 最重度の障害者までカバーする障害者雇用率制度であるが、
実際は福祉的就労への発注による間接雇用を認めてきた。

• 近年では、福祉的就労における企業経営面での支援の強化

ドイツの「包摂
事業所」は、障
害者雇用率制
度の企業の納
付金を原資とて
統合局が支援し
ている。
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フランスの民間企業の納付金の使途
（Agefiphの会計：2019年）
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収入
約4億79百万ユーロ
（約607億円） 支出

約4億97百万ユーロ
（約630億円）

・徴収額
約4億66百万ユーロ
・その他収入
約13百万ユーロ

分野別出資 M€ 億円
雇用に向けた付き添い支援 87.6 111
雇用中の支援に関する取組 39.0 49
適合企業 50.0 63
支援付き雇用（ジョブコーチ） 4.8 6
障害補償 154.3 196
職業研修 89.1 113
経済・社会界の動員 13.8 17
イノベーション、研究、評価 3.5 4
地方自治体支援・活性化 2.1 3
コミュニケーション 4.3 5
内部運営費 48.1 61

フランス

キャップ・アンプロワ

（日本の地域障害者職業
センター、障害者就業・生
活支援センターに相当）



全国自立連帯金庫（CNSA）の会計(2019)

26

収入
約268億ユーロ
（約３兆4千億円） 支出

約267億ユーロ
（約３兆4千億円）

億€ 億円

国会承認疾病保
険支出目標

209 ２兆6千

「連帯の日」自立
連帯拠出

20 2,500

一般社会拠出金 23 2,900

自立連帯追加拠
出金

8 1,000

その他収入 8 1,000

億€ 億円

医療福
祉施設
運営費

障害者部門（ESAT等） 117 1兆5千

高齢者部門 106 1兆3千

県への
協力

対人支援支出（APA） 27 3,400

障害補償給付（PCH） 6.2 783

県障害者センター
（MDPH）

1.5 192

他の県への支援 0.1 12

予防対策予算 2 250

その他の補助金 5 630

その他の支出 2 250

フランス

フランスでは、障害者自立支援
（福祉的就労、自立・就労支援
等）についても、企業の拠出金
が一部原資となっている



諸外国の取組は我が国のどのような課題のヒントになるか？

「制度・サービスの課題へのヒント」

障害者雇用率制度と障害者差別禁止法制の統合

 障害者の個別支援と企業経営支援／社会保障の統合

企業経営支援／社会保障側からみた、障害者の個別支援
との統合の課題

ヒント④個別専門支援を踏まえた上での企業経営支援

ヒント⑤軽度障害から連続的なジョブコーチ支援

ヒント⑥健常者の仕事の質の改善との総合的取組

ヒント⑦個別支援ニーズへのワンストップサービス

障害者の個別支援側からみた、企業経営支援／社会保障
との統合の課題
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事業主への技術的支援と経済的支援の総合的実施（フランスやドイツ）
• 障害者支援と事業主支援において、専門支援者による技術的支援と助成金による
経済的支援の結びつきが強い

• 比較的軽度の障害者雇用でも専門的支援が充実している
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近年、より直接雇用を推進する制度改革（フ
ランスの重度認定、ドイツの労働予算）



諸外国の取組は我が国のどのような課題のヒントになるか？

「制度・サービスの課題へのヒント」

障害者雇用率制度と障害者差別禁止法制の統合

 障害者の個別支援と企業経営支援／社会保障の統合

企業経営支援／社会保障側からみた、障害者の個別支援
との統合の課題

ヒント④個別専門支援を踏まえた上での企業経営支援

ヒント⑤軽度障害から連続的なジョブコーチ支援

ヒント⑥健常者の仕事の質の改善との総合的取組

ヒント⑦個別支援ニーズへのワンストップサービス

障害者の個別支援側からみた、企業経営支援／社会保障
との統合の課題
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ヨーロッパでもジョブコーチ支援が本格化：福祉作業所
ESATと企業の協力：ジョブコーチ支援と企業内授産

31



統合専門
サービス

32

連邦雇用
エージェンシー

ジョブコーチ

業務委託

意見表明

業務委託

意見表明

地域で唯一「同等
認定」の権限あり

• 就職前の就職に向けた地域支援
• 就職後の本人と職場への支援
（多様な助成金支給を含む）
※資金と業務委託は地域の統合局
による。



諸外国の取組は我が国のどのような課題のヒントになるか？

「制度・サービスの課題へのヒント」

障害者雇用率制度と障害者差別禁止法制の統合

 障害者の個別支援と企業経営支援／社会保障の統合

企業経営支援／社会保障側からみた、障害者の個別支援
との統合の課題

ヒント④個別専門支援を踏まえた上での企業経営支援

ヒント⑤軽度障害から連続的なジョブコーチ支援

ヒント⑥健常者の仕事の質の改善との総合的取組

ヒント⑦個別支援ニーズへのワンストップサービス

障害者の個別支援側からみた、企業経営支援／社会保障
との統合の課題
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インクルーシブな職務再設計

• 20世紀の職務開発

– 職務分析、マニュアル化、
体系的教示

– ※知的障害者、非熟練労
働者の労働力化で成果

• 健康な職務開発

– 職務の完全性・品質、自律
性、複雑性、柔軟性、複数
課題、個人の責任

– ※多くの労働者を排除

34

生産性の高い人と、生
産性の低い人が一緒に
働くことによって、全ての
人の生産性と仕事の質
を上げられ、全社的な生
産性を向上させる職務
再設計

生産性向上の追及が失業者を生んでしまう問題点→

オランダ



諸外国の取組は我が国のどのような課題のヒントになるか？

「制度・サービスの課題へのヒント」

障害者雇用率制度と障害者差別禁止法制の統合

 障害者の個別支援と企業経営支援／社会保障の統合

企業経営支援／社会保障側からみた、障害者の個別支援
との統合の課題

ヒント④個別専門支援を踏まえた上での企業経営支援

ヒント⑤軽度障害から連続的なジョブコーチ支援

ヒント⑥健常者の仕事の質の改善との総合的取組

ヒント⑦個別支援ニーズへのワンストップサービス

障害者の個別支援側からみた、企業経営支援／社会保障
との統合の課題
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就職

活動
採用

就職後の

障害管理・対処

就業

継続

障害理解・対処の準備

就労情
報提供

強み・
興味の
把握

就労・生
活の一
体的相
談

企業・職場のニーズ把握、企業・職場への相談・支援

職業評価 障害理解・対処・家族支援

本
人
と
職
場
へ
の
地
域
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
体
制

解決・軽減され
る職業的課題

自己管理支援

就職前からの職業場面を踏まえた支援 就職後

「職
業
人
」と
し
て
の
活
躍
の
た
め
の
就
職
支
援

障害や疾病による職業場面での課題への本人支援

ハローワーク

地域障害者職業センター

障害者就業・生活支援センター

高齢・障害・求職者雇用支援機構

地域精神科医療機関

特別支援学校

就労移行支援事業所

ジョブコーチ障害者福祉

職業リハビリテーションや
事業主支援実務
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就職

活動
採用

就職後の

障害管理・対処

就業

継続

障害理解・対処の準備

就労情
報提供

強み・
興味の
把握

就労・生
活の一
体的相
談

企業・職場のニーズ把握、企業・職場への相談・支援

職業評価 障害理解・対処・家族支援

本
人
と
職
場
へ
の
地
域
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
体
制

解決・軽減され
る職業的課題

自己管理支援

就職前からの職業場面を踏まえた支援 就職後

「職
業
人
」と
し
て
の
活
躍
の
た
め
の
就
職
支
援

障害や疾病による職業場面での課題への本人支援

雇用センターPôle Emploi

Cap Emploi / Sameth

AGEFIPH/FIPHFP

地域精神科医療機関

学校

ESAT

ジョブコーチ

MDPH

CNSA

フランス

職業訓練機関
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就職

活動
採用

就職後の

障害管理・対処

就業

継続

障害理解・対処の準備

就労情
報提供

強み・
興味の
把握

就労・生
活の一
体的相
談

企業・職場のニーズ把握、企業・職場への相談・支援

職業評価 障害理解・対処・家族支援

本
人
と
職
場
へ
の
地
域
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
体
制

解決・軽減され
る職業的課題

自己管理支援

就職前からの職業場面を踏まえた支援 就職後

「職
業
人
」と
し
て
の
活
躍
の
た
め
の
就
職
支
援

障害や疾病による職業場面での課題への本人支援

連邦雇用エージェンシー

統合局

地域精神科医療機関

学校・職業訓練機関

包摂事業所

統合専門サービス

学生リハ

重度障害者
職業紹介

復帰リハ

医療保険機関

労災機関

年金機関

ドイツ

ジョブコーチ
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分散型のシステムにおけるワンストップサービス
（ドイツの「窓口センター」、米国のOne-stopセンター）



諸外国の取組は我が国のどのような課題のヒントになるか？

「制度・サービスの課題へのヒント」

障害者雇用率制度と障害者差別禁止法制の統合

 障害者の個別支援と企業経営支援／社会保障の統合

企業経営支援／社会保障側からみた、障害者の個別支援
との統合の課題

障害者の個別支援側からみた、企業経営支援／社会保障
との統合の課題

ヒント⑧重度障害者一人ひとりのための職務／事業開発

ヒント⑨個別支援の人材育成と制度改革の一体的実施

40
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最重度の障害者の最低賃金以上の一般就業の実現＝カスタマイズ就業
 ハローワークのチーム支援に類似した取組
 労働力投資の観点からの職業アセスメントの発展
 企業の人材ニーズとのマッチングの重視、経営面での支援
 草の根実践を踏まえた、福祉支援等の関連制度の再構築



カスタマイズ就業：
一人ひとりのための事業
開発・起業支援

体験・実習

興味・関心

動機づけ

就業・雇用

起業のためのカスタマイズ就業のディスカバリーマップ
（アメリカ）

家族・生活歴
期待
夢

スキル
強み
賜物
支援

うまくいくこと
／いかないこ

と

可能な事業
の選択肢

事業と個人
の支援の
社会資源

研究、テスト
情報収集
実行可能性
の検討

仕事
仕事

(L Owens & S Murphy: Employment 
First: A New Day for Day Services, 1st 
World Conference of Supported 
Employment, presentation 2017.)

(G Shaheen: Entrepreneurship for 
People with disABILITIES, 1st World 
Conference of Supported Employment, 
presentation 2017.)



諸外国の取組は我が国のどのような課題のヒントになるか？

「制度・サービスの課題へのヒント」

障害者雇用率制度と障害者差別禁止法制の統合

 障害者の個別支援と企業経営支援／社会保障の統合

企業経営支援／社会保障側からみた、障害者の個別支援
との統合の課題

障害者の個別支援側からみた、企業経営支援／社会保障
との統合の課題

ヒント⑧重度障害者一人ひとりのための職務／事業開発

ヒント⑨個別支援の人材育成と制度改革の一体的実施

43



援助付き就業
（Supported Employment）

米国の障害者就労支援の進化

障害者は働けない
隔離的環境での生活

全ての人は働ける
統合的環境での就業

レディネスモデル

作業所、デイケア

エンクレーブ
グループ就労
モバイルクルー

カスタマイズ就業

パラダイムシフト

-1980

1990

2001-

Olmstead判決

ADA

労働力投資法



専門資格認定書（3年毎の更新）

認定就業支援専門職（CESP）

全米認定機関委員
会（NCCA）による、
認定プログラムの開
発、実装、保守の標
準を満たす

CESP™認定プログラムは、訓練を受けた
経験豊富な雇用専門職を明確にする必
要性に応えるもの

APSE理事会によって設立された雇用支
援専門資格評議会（ESPCC）が運営

CESPの内容は、専門家の包括的な職
務分析、専門家や業界関係者から収集
されたデータによって実証されている。

対象： ジョブコーチ、職務開発者、就業
移行支援専門職、就職支援者、雇用専
門職、雇用コンサルタント等

合格率約80％ 更新者割合30％
2011年～合格者5,018名（現在有効資格者3,300
名）

3時間で135問の具体的支援場面におけ
る適切／不適切な対応を問う選択式の
テスト。80％以上の正答で合格。
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米国の「Employment First」（障害者支援
の構造改革）のための「認定就業支援専
門職（CESP）」試験内容と、我が国の効果
的職業リハビリテーションの内容の比較

46

認定試験範囲の領域 項目数 出題割合

⇔ ①基本的価値と原則の実践への適用 12  13-17%

就職活動実施 ⇔ ②個別評価、就業/キャリア計画 22 23-29%

採用 ⇔ ③地域調査と職務開発 18  19-25%

障害理解・対処・職業準
備性　＆　就職後の体調
管理とストレス対処

⇔ ④職場および関連する支援 23 27-33%

職場定着・就業継続 ⇔ ⑤継続的な支援 5 6-8%

我が国の障害者就労支援の
共通理解の内容

米国CESPの認定試験の出題内容

基本的考え方・信念、知識

障
害
者
の
職
業
的

課
題
の
分
野



Braiding（編み込み）による
多様な支援サービス・制度の活用

当面のOne-Stop
での受付業務

法律補助職への
就職夜間学校

新しい職の
創設と給与

交通サー
ビス

支援機器
（コードレスキーボード、
ヘッドセット電話、音声
認識ソフト）

法律補助職の資
格認定のための
学費(50万円）

退役軍
人局

カスタマイズ就
業助成金

リハサービ
ス局

労働力投
資委員会
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各地域における政策やサービスの転換に向け
た多分野の協議と覚書等による文書化
（ドイツの連邦リハ連合の共同勧告、米国のVision Quest）
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• 精神障害者へのIPS（個別就労支援）は、精神障害の「疾病性と障害性の
一体的支援」の必要性の特徴を踏まえ、疾患管理と職業生活の両立支援
のための医療と労働の統合的支援の重要性を示す。

• 実証的プログラム評価研究の成果を踏まえ、支援内容の標準化だけでな
く、米国の精神科医療の制度変革につながっている。

IPS



諸外国の取組は我が国のどのような課題のヒントになるか？

「制度・サービスの課題へのヒント」

障害者雇用率制度と障害者差別禁止法制の統合

ヒント①障害のある人の職業能力の情報キャンペーン

ヒント②ビジネスセンスの強調

ヒント③軽度障害者の状況依存的な障害認定

 障害者の個別支援と企業経営支援／社会保障の統合

ヒント④個別専門支援を踏まえた上での企業経営支援

ヒント⑤軽度障害から連続的なジョブコーチ支援

ヒント⑥健常者の仕事の質の改善との総合的取組

ヒント⑦個別支援ニーズへのワンストップサービス

ヒント⑧重度障害者一人ひとりのための職務／事業開発

ヒント⑨個別支援の人材育成と制度改革の一体的実施
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